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1. 平成28年3月期第1四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。 
   なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する四半期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第1四半期 8,726 △3.0 1,749 18.9 1,093 △0.6
27年3月期第1四半期 8,998 7.8 1,471 276.2 1,100 436.6

（注）包括利益 28年3月期第1四半期 2,742百万円 （△12.4％） 27年3月期第1四半期 3,129百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

28年3月期第1四半期 8.12 ―
27年3月期第1四半期 8.17 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年3月期第1四半期 1,908,474 120,437 6.3
27年3月期 1,916,135 118,136 6.1
（参考）自己資本 28年3月期第1四半期 119,377百万円 27年3月期 116,938百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 

（注）28年3月期（予想）の第2四半期末の配当金には創業120周年記念配当1円00銭を含んでおります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 ― 3.25 ― 3.25 6.50
28年3月期 ―
28年3月期（予想） 4.25 ― 3.25 7.50

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 16,600 △3.0 2,600 △13.6 1,700 △37.1 12.62
通期 32,900 △1.2 5,000 △2.1 3,100 △20.3 23.02



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料P．３「２．サマリー情報（注記事項)に関する事項 (3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表に対するレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期1Q 134,830,342 株 27年3月期 134,830,342 株
② 期末自己株式数 28年3月期1Q 155,241 株 27年3月期 148,541 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期1Q 134,678,805 株 27年3月期1Q 134,700,967 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間（平成 27 年４～６月）におけるわが国の経済を振り返りますと、在庫調整

圧力の高まりによって企業の生産活動がやや弱含んだものの、良好な雇用環境や賃金の増加が下支えし、

個人消費は持ち直しが続きました。また、原油価格の低下を背景に輸入が減少したなか、円安地合いに伴

って、輸出は北米及びアジア向けを中心に底堅い伸びを持続し、総じてみると景気は緩やかな回復基調と

なりました。 

当行の主な営業地盤であります三重・愛知両県下においても、個人消費の改善が続いたほか、輸出の増

加に伴って主要産業である自動車関連などの設備投資や生産活動も堅調に推移し、景気は着実な回復を辿

りました。 
このような環境のもと、当行は平成 27 年４月よりスタートした中期経営計画「成長 ～地域とともに～」

を遂行し、持続的な成長に不可欠な間口の拡大を図りながら、トップライン収益の増強を図りました。 

当第１四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、経常収益は、有価証券の売却益や貸出金利

息収入が減少したことなどから、前年同四半期比 2 億 72 百万円減少し 87 億 26 百万円となりました。一

方、経常費用は、貸倒引当金繰入額や営業経費が減少したことなどから、前年同四半期比 5 億 51 百万円

減少し 69億 76 百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同四半期比 2億 78 百万円増加し 17 億

49 百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、同 7百万円減少し 10 億 93 百万円となりました。 
 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

貸出金は地元事業性貸出金並びに住宅ローンの増強に努めたものの、季節的な要因もあり前年度末比

67 億円減少し 1 兆 3,173 億円となりました。なお、前年同四半期末と比較しますと 441 億円増加してお

ります。 

預金は引き続き取引間口の拡大に努めたことにより個人預金は増加したものの、法人等からの預金が減

少したことにより、預金と譲渡性預金を合わせた残高は前年度末比 96 億円減少し 1 兆 6,822 億円となり

ました。なお、前年同四半期末と比較しますと 435 億円増加しております。 

有価証券は、市場動向を注視しつつ機動的な運用に努めました結果、前年度末比 95 億円増加し 4,615 億

円となりました。 

また、資産は有価証券が増加したものの、貸出金が減少したことなどから前年度末比 76 億円減少し

1 兆 9,084 億円、負債は預金等が減少したことなどから同 99 億円減少し 1 兆 7,880 億円となりました。

純資産はその他有価証券評価差額金が増加したことなどから前年度末比 23 億円増加し 1,204 億円となり

ました。 
 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

平成28年３月期の連結業績予想につきましては、平成27年５月14日に公表した数値に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 
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(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」

という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結

会計基準」という。）、及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。

以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続してい

る場合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用

を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期

間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直し

を企業結合日の属する連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、

四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-2項（4）、連結会計基準第44-5項（4）

及び事業分離等会計基準第57-4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期

間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金が 145百万円増加しております。 



３．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

現金預け金 83,845 83,496 

コールローン及び買入手形 6,766 1,007 

買入金銭債権 2,612 113 

商品有価証券 38 46 

有価証券 451,980 461,556 

貸出金 1,324,067 1,317,321 

外国為替 2,331 2,270 

リース債権及びリース投資資産 7,154 6,857 

その他資産 13,882 14,215 

有形固定資産 11,281 11,187 

無形固定資産 1,924 1,757 

退職給付に係る資産 5,712 5,862 

繰延税金資産 385 344 

支払承諾見返 10,703 8,622 

貸倒引当金 △6,551 △6,187 

資産の部合計 1,916,135 1,908,474 

負債の部    

預金 1,604,383 1,602,890 

譲渡性預金 87,600 79,400 

借用金 68,177 68,169 

外国為替 0 2 

その他負債 16,767 18,053 

賞与引当金 608 － 

退職給付に係る負債 178 181 

執行役員退職慰労引当金 56 54 

睡眠預金払戻損失引当金 148 152 

繰延税金負債 9,376 10,509 

支払承諾 10,703 8,622 

負債の部合計 1,797,999 1,788,036 

純資産の部    

資本金 15,295 15,295 

資本剰余金 11,144 11,289 

利益剰余金 67,581 68,237 

自己株式 △49 △51 

株主資本合計 93,971 94,771 

その他有価証券評価差額金 23,234 24,772 

繰延ヘッジ損益 △1,471 △1,347 

退職給付に係る調整累計額 1,203 1,182 

その他の包括利益累計額合計 22,966 24,606 

非支配株主持分 1,198 1,060 

純資産の部合計 118,136 120,437 

負債及び純資産の部合計 1,916,135 1,908,474 
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

経常収益 8,998 8,726 

資金運用収益 5,050 4,837 

（うち貸出金利息） 3,939 3,732 

（うち有価証券利息配当金） 1,078 1,068 

役務取引等収益 1,319 1,451 

その他業務収益 751 362 

その他経常収益 1,877 2,074 

経常費用 7,527 6,976 

資金調達費用 626 609 

（うち預金利息） 305 320 

役務取引等費用 406 433 

その他業務費用 62 2 

営業経費 5,110 4,924 

その他経常費用 1,320 1,006 

経常利益 1,471 1,749 

特別利益 － － 

特別損失 7 1 

固定資産処分損 7 1 

税金等調整前四半期純利益 1,464 1,747 

法人税、住民税及び事業税 158 239 

法人税等調整額 256 413 

法人税等合計 414 652 

四半期純利益 1,049 1,094 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△51 1 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,100 1,093 
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 1,049 1,094 

その他の包括利益 2,080 1,647 

その他有価証券評価差額金 2,045 1,545 

繰延ヘッジ損益 44 123 

退職給付に係る調整額 △9 △21 

四半期包括利益 3,129 2,742 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 3,177 2,732 

非支配株主に係る四半期包括利益 △47 9 
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(3) 継続企業の前提に関する注記

 該当事項はありません。

 

 

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

 該当事項はありません。

 

 

(5) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

(企業結合等関係)

共通支配下の取引等

当行による連結子会社株式の追加取得

１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 事業の内容

三重銀信用保証株式会社 信用保証業

三重銀総合リース株式会社 リース業

 

(2) 企業結合日

結合当事企業の名称 企業結合日

三重銀信用保証株式会社 平成27年６月17日

三重銀総合リース株式会社 平成27年６月26日

 

(3) 企業結合の法的形式

 連結子会社からの株式買取

 

(4) 結合後企業の名称

 名称に変更はありません。

 

(5) その他取引の概要に関する事項

 資本構成見直しによるグループ経営のガバナンスの強化を目的として、連結子会社が保有する株式を買取した

ものであります。

 

２．実施した会計処理の概要

 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号平成25年９月13日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号平成25年９月13日)に基づき、共通支配下の取引等とし

て処理しております。

 

３．連結子会社株式の追加取得に関する事項

取得原価及びその内訳

 当行の取得原価は普通株式の取得価額480百万円でありますが、連結会社相互間の取引であり、全額を相殺消去

しております。
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４．四半期決算補足説明資料

（1）平成28年３月期第１四半期の業績【単体】

(単位：百万円)

平成28年３月期 平成27年３月期

第１四半期 第１四半期

（３ヶ月間） （３ヶ月間）

　 5,465 △ 612 6,077

( 　 5,249 ) ( △ 296 ) ( 　 5,545 )

　 4,238 △ 391 　 4,629

　 866 　 106 　 760

　 360 △ 328 　 688

　 215 △ 317 　 532

　 4,608 △ 204 　 4,812

　 2,478 △ 46 　 2,524

　 1,839 △ 171 　 2,010

　 290 　 12 　 278

(注)２ 　 856 △ 409 　 1,265

(注)３ 　 640 △ 93 　 733

　 ― 　 109 △ 109

　 856 △ 518 　 1,374

( 　 640 ) ( △ 202 ) ( 　 842 )

　 782 　 346 　 436

　 138 △ 134 　 272

　 ― △ 260 　 260

　 ― △ 258 　 258

　 ― △ 2 　 2

　 191 　 191 ―

　 26 　 26 　 0

　 425 　 0 　 425

　 1,638 △ 172 　 1,810

△ 1 　 5 △ 6

△ 1 　 5 △ 6

　 1,636 △ 168 　 1,804

　 102 　 0 　 102

　 379 　 23 　 356

　 482 　 24 　 458

　 1,154 △ 191 　 1,345

△ 218 △ 369 　 151
（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２．実質業務純益＝業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

　　　３．コア業務純益＝実質業務純益－債券関係損益

　　　４．平成28年３月期第１四半期は貸倒引当金の取崩額が繰入額を上回るため、貸倒引当金戻入益を臨時損益に

　　　　　計上しております。

法 人 税 等 合 計

特 別 損 益

固 定 資 産 処 分 損 益

不 良 債 権 処 理 額 ②

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

信 用 コ ス ト （ ① ＋ ② － ③ － ④ ）

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

四 半 期 純 利 益

債 権 売 却 損 等

そ の 他 臨 時 損 益

経 常 利 益

償 却 債 権 取 立 益 ④

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 ③

業 務 純 益

( 除 く 債 券 関 係 損 益 )

臨 時 損 益

株 式 等 関 係 損 益

税 金

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①

債 券 関 係 損 益

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

人 件 費

物 件 費

業 務 粗 利 益

前年同期比

( 除 く 債 券 関 係 損 益 )

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

第１四半期までの実質業務純益は856百万円、コア業務純益は640百万円となりました。
また、経常利益は1,638百万円、四半期純利益は1,154百万円となりました。
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（2）リスク管理債権の状況
　部分直接償却未実施
【単体】 (単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

破 綻 先 債 権 額 2 △ 13 △ 2 15 4

延 滞 債 権 額 253 △ 7 △ 1 260 254

３ヶ月以上延滞債権額 0 　 0 　 0 ― ― 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 13 △ 11 　 1 24 12

合　　　　　  計  (Ａ) 269 △ 30 △ 2 299 271

貸出金残高（末残）(Ｂ) 13,197 　 436 △ 66 12,761 13,263

貸出金残高比(Ａ)／(Ｂ) 2.04% △ 0.31% △ 0.01% 2.35% 2.05%

【連結】 (単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

破 綻 先 債 権 額 2 △ 13 △ 2 15 4

延 滞 債 権 額 259 △ 5 △ 1 264 260

３ヶ月以上延滞債権額 0 0 0 ― ― 

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 13 △ 11 　 1 24 12

合　　　  　　計  (Ｃ) 276 △ 28 △ 1 304 277

貸出金残高（末残）(Ｄ) 13,173 　 441 △ 67 12,732 13,240

貸出金残高比(Ｃ)／(Ｄ) 2.10% △ 0.29% 　 0.00% 2.39% 2.10%

（3）金融再生法開示債権
【単体】 (単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権 47 △ 18 　 0 65 47

危 険 債 権 210 △ 2 △ 3 212 213

要 管 理 債 権 14 △ 11 　 1 25 13

合 計 (Ｅ) 271 △ 31 △ 2 302 273

正 常 債 権 13,311 　 425 △ 81 12,886 13,392

総 与 信 残 高 (Ｆ ) 13,581 　 393 △ 84 13,188 13,665

総与信残高比(Ｅ)／(Ｆ) 1.99% △ 0.30% △ 0.01% 2.29% 2.00%

（注）記載金額は億円未満を四捨五入して表示しております。

【連結】 (単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権 54 △ 16 　 1 70 53

危 険 債 権 210 △ 2 △ 4 212 214

要 管 理 債 権 14 △ 11 　 1 25 13

合 計 (Ｇ) 277 △ 30 △ 2 307 279

正 常 債 権 13,279 　 428 △ 84 12,851 13,363

総 与 信 残 高 (Ｈ ) 13,557 　 399 △ 85 13,158 13,642

総与信残高比(Ｇ)／(Ｈ) 2.05% △ 0.28% 　 0.01% 2.33% 2.04%

（注）記載金額は億円未満を四捨五入して表示しております。

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末
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（4）自己資本比率（国内基準）【単体】【連結】

（5）時価のある有価証券の評価差額【連結】
(単位：億円)

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末

時 価 　評価差額 時 価 　評価差額 時 価 　評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

371 8 9 4,457 339 6

281 0 2 479 255 1

26 0 1 2,815 25 1

62 7 5 1,162 58 3

（注）１．「評価差額」及び「含み損益」は、帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上して
　  　　　おります。
      ２．満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。

(単位：億円)

平成27年６月末 平成26年６月末 平成27年３月末

帳簿価額 　含み損益 帳簿価額 　含み損益 帳簿価額 　含み損益

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

3 ― ― 50 3 ―

（6）預金等・貸出金の残高【単体】

（7）個人預かり資産の残高【単体】

1,048

280株　式

3

4,320 346

256

234

176174

その他 1,229

50

その他有価証券

満期保有目的の
債券

債　券

以　　上

4

501

2,822 2626 2,870 22

55 62

3 50 4

2253624,552

23

34

402

28

(単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

　 △

　 △

うち消費者ローン 　 　

（注）預金等には譲渡性預金を含んでおります。

442

436

230

97

66

22

16,453

12,761

3,965

平成26年６月末 平成27年３月末

16,992

13,263

4,173

16,895

13,197

4,195

預 金 等（末 残）

平成27年６月末

貸 出 金（末 残）

(単位：億円)

平成26年６月末比 平成27年３月末比

　 　

 個人預金 　 　

 投資信託 　 △

 保険 　 　

 公共債 △ △ 7 100

566

249

39

303

25

150

132

33

58

907

2,367

75

13,835

10,801

868

2,064

平成26年６月末 平成27年３月末

11,050

個人預かり資産(末残) 14,401

平成27年６月末

82

14,251

10,918

940

2,309

(単位：億円) (参考) (単位：億円)

9.17 % 9.43 % 9.05 % 9.31 %

986 1,025 975 1,016

10,753 10,874 10,778 10,907

(注)２ 430 434 431 436

単  体 連  結

(注) １．上記の自己資本比率（国内基準）は、「銀行法第14条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産

       　等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示

       　第19号）」に基づき算出しております。

　　 ２．総所要自己資本額は、リスク･アセット等の額に４%を乗じた額であります。

自 己 資 本 比 率

自 己 資 本 の 額

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額

総 所 要 自 己 資 本 額

平成27年6月末 平成27年3月末

単  体 連  結

－ 10 －




